
建設常任委員会行政視察報告書 
 
 
 
 
・視察期間  平成２７年１０月２８日（水）～平成２７年１０月３０日（金）２泊３日 
 
 
 
・視察先   御殿場市   総合景観条例と景観計画について 
       名古屋市   自転車走行空間の整備について 
       福 岡 市   都市計画道路等の道路整備について 
        〃     自転車の安全対策について 
 
 
 
・視察委員  委 員 長  花 岡 ゆたか 

副委員長  松山 かつのり 
       委  員  上 田 さち子 
         〃    草 加 智 清 
         〃    庄 本 けんじ 
         〃    田 中 正 剛 
         〃    中 川 經 夫 
 
※上記の順に行政視察報告書を掲載しています。 
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      建設常任委員会行政視察報告書 

 
 

             委員氏名 草加 智清 

 
調査の期間 平成２７年（２０１５年）１０月２８日㈬～１０月３０日㈮ 
調査先   御殿場市 ・総合景観条例と景観計画について 
 及び   名古屋市 ・自転車走行空間の整備について 
調査事項  福岡市  ・都市計画道路等の道路整備について 

     ・自転車の安全対策について 
 
■御殿場市『総合景観条例と景観計画について』 
 平成２４年３月から景観行政団体になっている。それ以前は、やはり御殿場

市でも、特に原色を使った特大看板が多く乱立し、富士山の眺望を阻害する要

因が大きな課題となっていた。しかし富士山の世界遺産登録を望む声が高まる

中、富士山の眺望、景観に配慮したまちづくりを求める意見が多くあったとの

ことだ。そして景観行政団体への移行、景観計画を策定するにあたり、世界遺

産登録が大きな後押しになった。 
私が気になっていたのが、景観上の観点から、御殿場市の景観シンボルであ

る富士山やその稜線を町のあらゆる箇所から見えるよう、建築物の高さ制限を

行っているのかという点だったが、建築物の高さ規制を行っているのは、市の

玄関口である御殿場駅周辺と景観資源が多く存在する東山・二の岡について、

建築物等の最高限度を設け、富士山の景観に配慮した高さ規制を行っており、

他の地区については、規制はしてないが、今後地区住民と協議しながら検討し

ていくということだった。その他の点については以下に列挙する。 
① 世界遺産富士山をもつ御殿場市ならではの特徴だが、最大の売りは、建築物

だけ高さ制限し、屋上に設置する広告物も規制されなければ意味がないとい

うことで、景観条例と屋外広告物条例を全国の市町で初めて一本化した総合

条例にある。建築物と広告物を一体的に考えて高さ制限をし、外観の色彩に

ついても彩度の低い色彩で規制している。また沿道の緑化により、使用ので

きる広告物のアクセントカラーの緩和や既存不適広告物の早期改善に伴う

補助制度は県内の市町にはない基準となっている。 
② 最大の効果として、条例施行前から３年間の協議を経て、企業カラーを使用

した特大広告物４基が、この補助制度を利用して、富士山の景観に配慮した
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デザインに改修された。 
③ 事業計画評価と市民への浸透度だが、市民等に対して、ホームページや広報、

定期的に行う研修会、小学校の社会科副読本への掲載、県内で初めて締結し

た県野外広告協会との連携協定など、幅広く周知を図っているので、景観に

対する意識は上がってきているとのことである。条例施行後から１年半が経

過し、現在景観計画に沿って取り組みを進めており、景観評価委員会や景観

資源の保全活用に向けた地域懇談会の設置、富士山眺望遺産の認定等のほか、

１２０件近い広告物が条例に適合したものとなっている。 
④ 屋外広告物の表示に関する事業者の反応は、世界遺産富士山の眺望を保全す

るため、もっと規制を厳しくした方が良いという意見や賛成意見も多数ある

反面、企業カラーを使っている事業者については、ルールに従うのは厳しい

といった反対意見もある。また既存不適格看板の所有者は、公平性の問題か

ら、まず違法看板をどうにかしろといった意見も多くあるそうだ。いずれに

せよ、現在、条例の趣旨を説明し、事業者の理解を得ながら協議を進めてい

る状況とのことだが、この辺が一番苦労の多いところだと思われる。 
⑤ 災害時に必要な表示看板等と他の表示看板（避難場所・避難ビル等）との色

分けについては、他法令の規定により表示設置する看板や国や地方公共団体

が個別の基準で設置する看板等は、適用除外となっている。 
⑥ 他府県からの訪問者からの案内等が分かりづらいなど、良好な景観形成のた 

めの屋外広告物等の規制による弊害についてだが、たしかに、ダークグリー

ンやダークブラウンは現場の状況により、案内表示が同化してしまう場所も 

あるにはあるそうだが、現在のところ規制による弊害はないとのことだった。 
⑦ 景観行政団体になった経緯と、それ以前に大きな景観上の問題については、

富士山の世界遺産登録を望む声が高まる中、御殿場市としても富士山の眺望、

景観に配慮したまちづくりを求める意見が多くあったようだ。特に原色を使

った特大看板が多く乱立し、富士山の眺望を阻害する要因となり、大きな課

題になっていたようだ。地域の特色ある資源を保全し、良好な景観形成を推

進するため景観行政団体に移行したそうだが、景観計画を策定するにあたり、

富士山世界遺産登録も大きな後押しになったということだった。 
⑧ 事業計画評価と市民への浸透度について、市民等に対してはホームページや

広報、また定期的に行う研修会、小学校の社会科副読本への掲載、県内で初

めて締結した県屋外広告協会との連携協定により、幅広く周知を図っている

ので、景観に対する意識は上がってきていると認識されているとのことであ

る。 
⑨ 広大な東富士演習場に関連する問題について、富士山の自然景観を維持して

いく上で重要であるとの考え方で、世界遺産登録上、演習場地域は国や自治
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体による「保全管理地区」となっているので、市も自主的に景観条例に沿っ

て保全に努めており、問題発生はしていないとのことである。 
 

【当局への提言】  
御殿場市は、特に市民の皆さんに富士山の世界遺産登録を望む声が高まる流

れがあり、それが実現されたことがきっかけとなって、行政と市民に大きな後

押しとなったことが良かった。本市としても、このような世界遺産登録という

ことに縁がないにしても、御殿場市のように行政と市民が景観に対する意識を

高めていくような取り組みを進めていくべきではないかと思われる。 
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■名古屋市『自転車走行空間の整備について』 
 名古屋市自転車利用環境基本計画について、自転車駐車場の整備（とめる）、

自転車走行空間の整備（走る）、自転車の共有（利用する）のそれぞれの視点か

ら、現状等を踏まえた計画の基本的な考え方から、特に自転車走行空間の整備

（走る）では、①自転車走行空間の整備手法、②求められる自転車利用イメー

ジ、③自転車走行空間整備の考え方、④幹線道路における走行空間整備の 4 項

目に分けられている。 
まず、名古屋市の自転車利用の現状だが、市内の自転車等の主な駐車場所（鉄

道駅及びバス停留所のうち、自転車等が 30 台以上駐車されている場所）の駐車

状況は、平成 22 年度調査で、駐車総数 10 万 1 千台のうち約 2 万 1 千台（20・
６％）が駐車場以外の場所に放置され、歩行者の通行の妨げとなっている。こ

の主な原因として、利用者の乗り換え時間を少しでも短縮したいといった心理

から、鉄道駅等のごく直近部に駐車が集中し、駐車場以外の場所に放置され、

一度発生した放置自転車に連鎖して、派生的かつ慢性的に大量の自転車放置さ

れてしまうということだった。 
  自転車走行空間の整備（走る）の中の自転車走行空間の整備手法だが、自転

車利用者の増加や自転車に関わる交通事故は、名古屋でもやはり増加しており、

その背景から歩行者・自転車・自動車の分離がより一層求められ、平成 12 年に

策定した名古屋市自転車利用環境整備基本計画に基づき、これらの分離を目的

とした自転車歩行者の整備を中心に進めてきている。西宮市でも同じようなこ

とを言われるが、市民から自転車はどこを走れば良いのか分からないという声

もあり、今後は、近年全国的にも取り入れられている自転車道や自転車レーン

も視野に入れながら、自転車の通行方法が利用者にとって分かりやすく、かつ、

適切な走行方法の習慣付けを促進していくことを念頭に、歩行者・自転車・自

動車の分離を促す空間の整備を推進している。 
整備方法には大きく３パターンあり、構造的に自転車と歩行者を分離するタイ

プのＡパターンでは、自転車と歩行者を植樹帯や縁石線などによって構造的に分

離し、自転車歩行者道もしくは自転車道として整備する。 
 このＡパターンの長所としては、歩行者、自転車、自動車にとって区分が明

確で、分離通行効果が高いことが挙げられる。短所としては、整備が可能な路

線は歩道部幅員（道路幅員）が広い道路に限られる、既存道路での整備は大き

な改築が必要であり、長期間・高コストとなること等が挙げられる。 
  次に、Ｂパターンは視覚的に自転車と歩行者を分離するタイプで、自転車と

歩行者を舗装材の変化や着色または区画線によって視覚的に分離し、自転車歩

行者道として整備する。 
 このＢパターンの長所としては、既存道路を活かすことにより比較的短期
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間・低コストで整備できる、歩行者交通量の大小に対応できる、歩道での車道

寄り走行の慣習化が期待できること等が挙げられる。短所としては、構造的分

離に比べ、歩行者と自転車の分離通行効果が低いことが挙げられる。 
三つ目は、自転車レーンを整備するＣタイプだが、自転車と歩行者の分離を

図り、自転車と自動車を着色により視覚的に分離し、自転車専用通行帯（自転

車レーン）として整備することを基本とする。 
 長所として、既存道路を活かすことにより、比較的短期間・低コストで整備

できる、車道の左側端走行原則の慣習化が期待されること等が挙げられる。短

所としては、バス停留所及び駐停車車両がある場合の走行に配慮が必要である

ことが挙げられる。 
上記の通り、それぞれ３つのパターンには当然長所も短所もあるが、この中

で、交通特性や沿道特性、現況の道路断面、統一性、経済性等を踏まえるとと

もに、道路空間の再配分も視野に入れて、ベストな整備手法を検討していかな

ければならない。この名古屋市でも言われているように、自転車については、

走行空間の整備（走る）だけでなく、自転車駐車場の整備（とめる）、自転車走

行空間の整備（走る）、自転車の共有（利用する）という３つの観点から、その

利用環境をどのように整えていくかである。 
 名古屋市長も言われているように、放置自転車対策、自転車走行空間整備、

自転車のルール・マナーの啓発といったそれぞれの課題に対して、ばらばらに

対応していてはなかなか改善されない。繰り返しになるが、自転車について、「と

める」「走る」「利用する」という３つの観点から、その利用環境をどのように

整えていくかということである。 
 

【当局への提言】  
自転車に関しては、細かい点は別にして、政令市である名古屋市でも本市と

同じように、道路に放置される大量の自転車によって発生する通行障害から始

まり（名古屋市では、これまでの取り組みで相当の改善がなされてきている）、

歩行者を押しのけて暴走する自転車の存在などの経過を踏まえて、自転車走行

空間の整備については、幹線道路を中心に歩行者・自転車・自動車の分離に向

けた空間整備を進めるとともに、利用者が適正な走行方法を認識し、安全な通

行方法を選択することが慣習化されるような効果的な事業を推進している。 
「とめる」「走る」「利用する」については、以下の内容について本市におい

ても大いに参考になるのではと考える。 
⑴「とめる」に関する施策実施の方向性 
・適正利用を図るための有料化の拡充と、柔軟な料金体系への移行 
・放置禁止区域の指定・拡大 
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・鉄道事業者との連携強化 
・民間の路外駐車整備の促進 
・放置自転車等の台数を２０２０年度時点で１６、５００台以下に縮減（２

０１０年度現在、２０７００台） 
⑵「走る」に関する施策実施の方向性 

・幹線道路や生活道路等、道路の特性を考慮した、適正な走行空間の確保 
・交通施設や集客施設、都市施設等の拠点性を考慮した整備重点区間の抽

出 
・沿道状況や交通状況を考慮した最適な整備手法の検討 
・交通ルールのより一層の認識に向けた、効果的な広報・啓発活動の推進 
・歩行者と自転車の通行空間が分離されている道路の延長を２０２０年度

時点で１５０㎞以上に延伸（２０１０年度末・１０４㎞） 
⑶「利用する」に関する施策実施の方向性 

・自転車の所有から共存へ 
・都心部や駅周辺等の、土地利用の高度化が求められる地域における自転

車駐車空間（都市空間の占有）の減少 
・自転車の利便性を損なわず、共有が可能なシステムの導入検討 
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■福岡市『都市計画道路等の道路整備について』 
 福岡市における都市計画道路は、昭和６年に最初の都市計画道路の決定（延

長約１８５㎞）を行っている。その後、社会情勢の変化や交通需要に対して、

適宣、都市計画道路の追加・見直しを行ってきている。平成１８年３月末で２

６９路線、延長５０８㎞の都市計画道路を都市計画決定しており、福岡市が目

指す多核連携型都市構想の実現に向けて、広域的な道路網と有機的に連携した

放射環状型の道路網を形成している。 
都市計画道路検証の背景について、都市計画道路は都市の骨格を形成する基

本的な交通基盤として、これまで随時都市計画決定や変更を行いながら、順次

整備を進めてきている。今後も都市活力の維持や良好な市街地形成を図るため

には、当然ながらその整備を進めていく必要がある。また、都市計画道路の区

域内では都市計画法により建築が制限されることから、都市計画決定後、長期

にわたり事業が実施されていない路線や区間では、地権者の方々の私権を長期

にわたり制限するという課題を、本市同様、福岡市でも抱えている。併せて福

岡市の道路整備に係る予算は平成９年をピークに減少が続いている。平成２１

年度はピーク時の半分以下になっており、全ての都市計画道路を整備するには

相当の時間を要する。 
こうした背景から、平成１９年１２月に「福岡市都市計画道路検証方針」を

策定し、事業未着手の都市計画道路の必要性の検証作業を進めてきた。検証対

象路線は２７７路線、総延長５１１・７㎞で、整備済延長３７１・９㎞、整備

率７２・７％（平成２０年度末）となっている。このうち検証対象路線は、都

市計画決定から概ね１０年以上経過し、かつ現時点で事業化の予定のない６８

路線、８４区間、６８・７㎞としている。 
検証の手順としては、検証対象路線（区間）ごとに決定経緯・幅員構成・沿

道状況・交通量などの現状を把握し、 
 １．都市計画道路としての必要性の検証 
  ○都市計画道路としての基本機能 
   ①交通機能 
   ②空間機能 
   ③市街地形成機能 
  ○既存道路の都市計画道路としての有効活用 
   ④並行路線の有無と代替可能性 
   ⑤現道の代替可能性 
 ２．整備効果や事業実現性の検証 

① 整備効果 
② 事業実現性 
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以上の項目で評価・検証している。その後、個別検証結果を総合的に評価し、「存

続」と見直し候補」に分類するという方法で行っている。 
 

【当局への提言】  
上記検証手順は参考になるのではと思われる。また、福岡市では「福岡市道路

整備アクションプラン２０１１」を策定し、５ヵ年の計画を実行しているが、

東日本大震災を教訓とした見直しについては行っていなかった。 
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■福岡市『自転車の安全対策について』 
福岡市の自転車対策については「努力義務」ではあるが、自転車の安全利用

に関する条例制定以降の効果について気になるところであった。自転車事故件

数については年々減少しており、条例が施行した平成２５年においては、平成

１０年以降、初めて件数が、３０００件を下回ったということである。 
 後で述べるが、福岡市独特の自転車押し歩き推進区間における押し歩き率も

９０％をこえており、交通ルールの遵守やマナーの向上が図れているなど条例

施行の効果が表れているのはすばらしい。 
以下のように、数字の上でも、ハッキリと効果が表れている。 
・自転車事故件数 

   平成２２年 ３、３７４件  
平成２３年 ３、２７９件  

   平成２４年 ３、１１２件  
平成２５年 ２、９５２件 

   平成２６年 ２、８１２件  
平成２７年 １、７２８件（８月末時点） 

 ・押し歩き推進区間における押し歩き率 
   平成２５年 ９２．５５％  

平成２６年 ９５．７０％ 
   平成２７月 ８９．５２％（８月末時点） 

自転車運転免許制度の普及状況とその効果について、普及については、現在、

自転車運転免許制度を学校、警察、関係局と連携して行っているとのこと。ま

た、自転車通学を許可している中学校４校について、実技をともなう自転車教

室の実施や交通規則に関するテストの実施をしている。 
 その効果としては、以下の３点を挙げている。 
・自転車の安全利用に関する啓発及び交通意識の高揚につながる。 

 ・自転車教室や交通安全教室の実施が促進される 
 ・交通事後の未然防止につながる。 
 自転車の『押し歩き推進区間』については、平成２５年４月１日から条例で

指定されている。特に人通りが多くて混雑している中央区天神地区・渡辺通り

西側歩道（天神交差点から渡辺通４丁目交差点までの約４００ｍ）の区間を自

転車で通る時は、自転車に乗らずに押して歩かなければいけない区間になって

いる。指定時間帯は、平日の８時～１９時、土日・祝日１０時～１９時となっ

ている。この区間では、福岡市の自転車安全利用指導員が、押し歩きなどの巡

回指導をボランティアで行っている。 
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【当局への提言】 
福岡市のような自転車のモラル・マナーの良いまちをめざした取り組みは、

多いに参考にして貰いたい。例えば、この押し歩き推進区間については、本市

としても人通りが多く混雑している所で実施できるのではないかと思われる。

この押し歩き推進区間の件も含めて、自転車の安全運転に関する条例制定・自

転車運転免許制度など、本市としても研究し参考にできるのではないだろうか。 
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委員会所管事務調査感想・意見等 

 
委員氏名 田中 正剛 

 
調査の期間 平成 27 年 10 月 28 日（水）～30 日（金） 

調査先及び 
調査事項 

御殿場市  

 

名古屋市 

 

福岡市 

  

                 

・総合景観条例と景観計画について 

 

・自転車走行空間の整備について 

 

・自転車の安全対策について 

 

・都市計画道路等の道路整備について 

 

 
◇意見・感想等 

■御殿場市 

〇総合景観条例と景観計画について 

＜視察の目的＞ 

本市は、西宮市都市景観条例と屋外広告物条例を別々の部署で所管している。

御殿場市では、富士山の眺望を守るため、景観法と屋外広告物法を一体化した

総合景観条例を定めてまちづくりを進めていることから、一体的に管理する目

的と有効性を現場で確認することを目的に視察に臨んだ。 
 

＜取組みの概要＞ 

御殿場市は、富士山のすそ野にある高原都市であり、観光ハブ都市構想を掲

げている。平成 24 年当時、富士山の世界遺産登録を望む声が高まるなかで、富

士山の眺望や景観に配慮したまちづくりを求める意見が多くあり、景観行政団

体への移行し、平成 25 年に総合景観条例と景観計画を策定するという流れにな

ったとのことであった。そして、眺望遺産を 5 か所選定し、観光に活かされて

いる。特に、当時は、原色を使った特大看板が乱立しており、富士山の眺望を

阻害する要因が大きな課題となっていたとのことである。県が制定している屋

外広告物条例は規制が緩いため、市の景観政策を実現しにくい状況あったこと

から、平成 23 年に独自のものを策定する検討に入ったそうである。 
平成 25 年に景観法と屋外広告物法を一本化した条例を制定したのは、全国初

の取り組みであり、富士山の眺望を守るために、看板や建築物の高さを一体的
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に規制し、看板や建築物・工作物の色も細かく基準が設けられている。一本化

するメリットとしては、建築物と広告物の高さ規制が一体的に進められる点に

ある。その中で、沿道の緑化によるアクセントカラーの使用規制緩和や既存不

適格広告物の早期改善に伴う補助制度が、静岡県内の市町にはない特徴である

とのことであった。そして、既存不適格物件は、3 年の是正期間を設け、基準に

合ったものに改めるよう規定されている点も大きな特徴といえる。是正に当た

っては、20 万円を上限として費用の 3 分の 1 の補助金が用意されている。しか

し、実際には是正するためには、200 万から 300 万円の費用が掛かることケー

スが多く、補助金額は少ないが、「気は心」と言われるように、気持ちの面で、

市民や市内事業者の協力を得るためには欠かせない補助金であるとの説明があ

った。観光政策と富士山の眺望を守るという目的景観の理念を市民とも共有が

図れている様子であった。 
違反広告物については、現在、実態把握のための調査中とのことであったが、

既存不適格の是正について、所有者と協議するなかで、「違反広告物の対応が先

だ」と意見もあり、理解が得られないケースがあることから、重要であるとの

ことであった。 
総合景観条例制定後の成果としては、本年 9 月現在で、更新申請が 349 件、

新規申請 90 件、27 基の広告物が改善されているとのことである。中でも、全

国チェーン展開しているスーパーホテルの、全国で統一された黄色地に青字で

文字が書かれた看板が、白地に青字という富士山のカラーに合致した落ち着い

たものに変更されたことは、事業者にも理解を得られた成果であり、シンボリ

ックな効果と言える。なお、是正については、来年度末までの対応となるが、

実行可能な是正計画があれば、年度末を超えてもよいとの運用にしているそう

である。 
 

＜意見・感想＞ 

御殿場市の規制の場合、既存不適格広告物が 250 件と少ないかったため、補

助金を支給して、わずか 3 年で実現可能と見込める内容であった。しかし、本

市の場合は、現在の規制では、既存不適格広告物や違反広告物が相当数あると

想像されるため、御殿場市の条例のように、既存不適格を是正するまでは、市

民の理解を得にくいことが懸念される。 

また、御殿場駅から市役所までの移動の間、街並みを車から見る限りでは、

寂れた看板や派手な看板も見受けられ、私は取り組みの効果を明確に確認する

には至らなかった。このことから、古い看板と新しい看板の両面からの取り組

みの必要性を感じた。また、当日は富士山も見えず、高さ規制の効果を確認す

ることもできなかった。 
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＜市への提言＞ 

◎景観と広告物の基準の統一化のみならず、手続きの利便性の向上の観点からも

条例の一体化は有効と考える。 

本市においては、景観と広告物を別の条例で基準を作成しているため、統一

された基準の作成が必要である。また、申請者側、即ち市民の利便性の観点か

らも、手続きの一本化による利便性向上や景観に関する理念の明確化に寄与す

ることが期待できることから、条例の一本化に向け検討するべきと考える。 
 

◎景観形成の目的や理念、まちづくりの方向性を市民と一層共有する必要がある。 

御殿場市の場合は、観光客の誘致のために、世界遺産となった富士山の眺望

を守るということが明確な目的となっている。市民も共感できる明確な目的が

あるため、市民の協力、市内事業者の協力が得やすくなると感じた。本市にお

いては、富士山ほどのシンボリックなものがないため、景観形成の取り組みの

目的と目指すべきまちづくりの方向性を市民や市内事業者と共有できるような

工夫が必要と考える。 
 

◎違反広告物の把握及び取り締まりを強化するべきである。 

 条例の一体化を検討するにあたっては、既存不適格物件の是正措置についても、

検討する必要がある。そのためには、市民の理解を得るために、特に、違法に

届け出されてない広告物など違反広告物を調査把握し、取り締まりを強化する

べきと考える。 

 
■名古屋市 

〇自転車走行空間の整備（自転車利用環境基本計画）について 

 ＜視察の目的＞ 

本市では、自転車を原因とする事故が多数発生していると思われるなか、自

転車レーンなどの自転車走行空間の整備も進んでおらず、計画も存在しない。

平成 24 年に国から出された「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」

に基づいた自転車ネットワーク計画を策定し、整備を進めるべきである。そこ

で、当ガイドラインが発表される前から計画を策定し、先進的に取り組んでい

る名古屋市自転車利用環境基本計画について研修した。 
 
＜取組みの概要＞ 

名古屋市自転車利用環境基本計画は、①とめる（自転車駐車場の整備、安心

して歩ける歩行空間の確保）、②走る（自転車走行空間の整備）、③利用する（自

転車の共有）の 3 つの観点で構成されている。  
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自転車走行空間については、平成 12 年度に自転車利用環境整備基本計画が策

定され、平成 13 年に道路構造令の改正により自転車道の位置づけ明確化されて

から、自転車歩行者道を中心に自転車走行空間の整備が進められた。平成 22 年

度末までに計画延長 97ｋｍのうち約 7 割が整備され、平成 23 年には、現在の

計画が策定され、自転車走行空間の計画整備延長も 150ｋｍに延伸された。その

年に出された「自転車は車道通行」との国の通知が大きく影響を及ぼしたとの

ことであった。市道 6300ｋｍのうち、370ｋｍは歩道を分ける計画があり、幹

線道路 850ｋｍについては、歩道 3ｍ以上かつ 4 車線以上に限定していた。中に

は、1 車線分車道を自転車道に変更する内容のものもある。 
そして、平成 24 年に、国から「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライ

ン」が示され、整備路線を追加したとのことである。その際には、計画策定時

に選定していなかった片側 1 車線の幹線道路を独自の基準で優先順位付けして

選定している。片側 1 車線の道路への自転車レーンの設置は効果が高く、予想

以上に沿道住民からの評価も高いとのことであった。元々計画していた路線の

整備は、現在は後回しになっている様子ではあるが、自転車レーンの整備が進

められたことによって、効果を上げている。自転車レーン上の駐車車両が自転

車の通行を妨げ、危険であるという課題があるが、警察とも連携して対策を講

じている様子であった。 
計画されている整備内容は、構造的に自転車と歩行者を分離するタイプ（パ

ターン A）、視覚的に自転車と歩行者を分離するタイプ（パターン B）、車道の

路肩に自転車レーンを整備するタイプ（パターン C）に分けられ、それぞれ、

パターン A の自転車歩行者道を 26.4ｋｍ、自転車道 1.2ｋｍ、パターン B を 68.6
ｋｍ、パターン C を 2.7ｋｍ整備する予定とのことであった。整備計画を策定す

る際の優先順位の設定については、市独自で点数化して設定しており、考慮さ

れる項目は、①駅や高校の有無、②自転車・歩行者の通行量、③道路の改良計

画の有無、④事故数、⑤歩道幅員の状況、⑥車道の状況、⑦舗装の状況（CM6
以下、13 以上の改良工事のタイミング）となっていた。この独自の優先順位の

基準は大変参考となった。 
自転車走行マナーやルールの徹底については、名古屋市においても例外なく

苦労している様子で、警察との連携や地域住民によるマナーアップ活動を展開

している。特に特徴的であったマナーアップ活動は、逆走禁止のプラカードを

市が用意して、地域住民が、沿道でその逆走禁止のプラカードを使って、違反

通行車に呼びかけるものである。 
自転車レーン整備による効果測定も実施されており、事故件数については、

警察から情報提供を受け、平成 21 年以降事故件数が減少し、効果が上がってい

ることの説明があった。自転車レーンや歩行者自転車道など、自転者走行空間
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を色分けすることの視覚的な効果も認められるとのことであった。 
今後の課題として、①自転車ネットワークの検討及び走行空間のあり方の検

討、②車道走行推進のための庁内他部局や警察との連携、③道路改良工事と合

わせた効率的な整備の検討、④法定外表示、看板の統一の検討、⑤啓発活動の

強化の 5 点が挙げられた。 
 

＜意見・感想＞ 

本市においても、さらに自転車走行ネットワークの強化を図るために、限ら

れた財源で効率的にカラー舗装を含めた自転車走行空間を整備する必要がある

ため、上述の優先順位付けを参考として、整備路線の優先順位付けを行う必要

性を感じた。 
 

＜市への提言＞ 

◎自転車利用環境に関する総合計画（駐輪対策、自転車走行ネットワーク整備、マ

ナーの周知など）を策定し、自転車政策を明確にするべきである。 

本市には、自転車に関する総合的に明確化された政策が存在しない。駐輪対

策、自転車の安全走行に関する政策、環境に配慮した自転車利用など、自転車

利用に関する総合的な政策を検討するためにも、自転車利用に関する総合計画

を策定し、計画的に環境整備を進めることを提言する。 
 

◎整備すべき自転車走行空間をネットワーク化し、財源を明示したうえで、自転車レ

ーンや歩行者自転車道の整備を計画的に進めるべきである。 

 本市においては、市役所前線や山手幹線など一定の自転車通行量がある幹線道

路に全てにおいて、自転車走行空間が明示されているわけではなく、さらに整

備を進める必要がある。そのためには、財源の確保も必要となるため、県道や

国道も含めた自転車走行ネットワークを再度検討し、県とも連携して、計画的

に整備を進めることを提言する。 
 

◎事故件数や自転車や歩行者の交通量の把握し、整備路線を選定するである 

 まず、警察との連携を深め、事故件数をはじめ、現状把握に努めるよう提言す

る。その上で、①駅や高校、スーパーなど近隣の状況、②自転車・歩行者の通

行量、③事故件数、④歩道幅員の状況、⑤道路の改良計画の有無、⑥車道の状

況、⑦舗装の劣化状況を勘案して、整備路線の優先順位付けを行い、自転車レ

ーンをはじめとした自転車走行空間を計画的に整備するべきである。 
  

◎自転車走行に関するルールの周知を図るための方策を検討するべき 
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自転車の安全対策は、住宅都市においては、喫緊の課題と考える。ハード整

備のみならず、自転車の走行マナーやルールの周知を図るためのソフト面での

対策も必要である。自転車走行ネットワークやルールを記したガイドブックを

作成して安全教室などの機会に配布するなど、マナー向上に向けた方策を検討

することを提言する。 
 

■福岡市 

〇自転車の安全対策（自転車の安全利用に関する条例）について 

＜視察の目的＞ 

 名古屋市と同様の目的に加えて、自転車の安全利用に関して条例化する意義

について確認するために、研修した。 
 
＜取組みの概要＞ 

 福岡市は、若者が多く、政令市の中で第 1 位となっている。その分、自転車

の利用者も多く、自転車事故件数は年間 3000 件を超えていた。しかし、平成

22 年から減少傾向となり、条例が制定された平成 25 年に 15 年ぶりに 3000 件

を下回り、その後も、減少傾向にある。条例の特徴としては、押し歩き通行区

間を設定していることやヘルメットの着用があり、シンボリックな内容として

規定したそうである。違反しても、罰則規定はない。また、自転車通学を許可

している中学校が 4 校あり、実技を伴う自転車教室の実施や交通法規に関する

テストを実施しているとのことは、大変興味深い。 
条例に基づいて、自転車安全利用指導員として 14名を嘱託職員として任用し、

常時 10 名が指導・啓発にあたっている。自転車が大変多くなっている天神地区

には、さらに 16 名の警備員も配置して、指導を強化している。警察による取り

締まり件数は不明であったが、各区役所に設置された推進協議会と連携して、

草の根的な啓発に取り組んでいる。また、条例に基づいて委嘱されている自転

車安全利用推進委員は、平成 27 年 9 月末現在で 148 名となっており、地域等に

おいて、子どもに対する安全教育などを実施している。地域と学校や警察と連

携した取り組みが自転車運転のルール順守事項防止に貢献している様子であっ

た。 
条例による取り組みは、全てソフト面での取り組みとなるが、ハード面の取

り組みとしては、自転車通行空間ネットワーク整備計画が、後述する「道路整

備アクションプラン 2016」の実施計画という位置付けで策定され、計画的に整

備される予定となっている。なお、整備計画で選定されている路線は、自転車

事故発生件数を評価指標として判断されている。 
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＜意見・感想＞ 

警察からの情報提供として、事故の発生件数はもとより、時間帯別、交差点

やカーブなど道路形状別、年齢層別の発生件数の情報提供を受けており、事故

類型別のデータも提供を受けている。本市においても、そうした詳細な現状デ

ータを入手し、自転車走行空間の整備をはじめとしたハード面での安全対策を

検討するべきと感じた。 
 

＜市への提言＞ 

◎ソフト面での安全対策に実効性のある条例制定を検討するべきである。 

 条例によらなくてもできる啓発を行うためだけの理念条例を制定しても、効

果が薄いと推測される。自転車交通安全対策事業として有効と考えられる事業

を規定し、条例を根拠にした指導などが可能となれば、一層の効果が期待でき

ると考える。ソフト面での安全対策を強化するために、上述した計画の策定と

合わせて、条例の制定を検討するべきである。 
 
◎中学校においても自転車通学を許可し、自転車の安全教室などを強化することで

ルールの周知を図ることを提言する 

 現在、本市においては、全ての中学校で、自転車通学は許可されていないが、

通学以外の生活においては、自転車を利用している中学生は多く、危険運転も

見受けられる。高校に進学すればさらに自転車通学をする生徒が増加すること

から、中学生の時から、自転車の安全利用に関する意識を高める必要がある。

そうした観点から、公立中学校においても、一定の条件付きで自転車通学を認

め、自転車免許状の制度化や交通法規に関するテストの実施など、ルール・マ

ナーに関する教育を強化すること提言する。 
 
■福岡市 

〇都市計画道路等の道路整備について  

＜視察の目的＞ 

本市においては、都市計画道路の見直しが行われているが、福岡市における

都市計画道路の検証方針とその方針に基づいた検証結果がどのようになったの

かを研修し、50 年・100 年先を見据えた本市の道路ネットワークを考えること

を目的として視察に臨んだ。 
 
＜取組みの概要＞ 

福岡市では、平成 19 年 12 月に「都市計画道路検証方針」が示され、都市計

画決定後概ね 10 年以上経過し、かつ、現時点で事業化の予定がない路線を対象
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として、まず検証が実施された。検証のフローは、まず、都市計画決定の経緯、

幅員構成、沿道状況、事業費、交通量などを勘案し、都市計画道路としての必

要性を検証し、必要性があるとされたものの中でも、整備効果や事業実現性を

勘案して、既存道路の有効活用の可否を検証して、最終的に総合評価が行われ

る。ネットワーク上の観点から連続性を重視しているとのことであった。そし

て、存続候補、変更候補、廃止候補、保留に分けて、案を地元に示し、合意形

成を図ったうえで、廃止もしくは変更するものは都市計画決定の手続きに進め、

平成 24 年に検証結果が公表されている。変更候補路線については、歩道改良な

ど拡幅に変わる代替案も地域に提案されている。検証方針が策定されてから、

検証結果の公表まで 4 年をかけて合意形成を図っている点は、非常に丁寧に作

業が進められたことが伺える。この点は、本市のやり方よりも丁寧と言わざる

を得ない。 
この検証の間も、道路整備は進められており、総合計画の道路分野を具現化

したものとして、平成 23 年から 25 年を計画期間とする「道路整備アクション

プラン 2011」を策定し、事業が進められた。そして現在は、平成 25 年度から

28 年度を計画期間とする「アクションプラン 2016」に基づいて、事業が進めら

れている。 
財政状況は厳しいものの、都市計画道路の整備率は向上しているとのことで

あった。中でも、開通した福岡外環状道路に整備によって、商業施設や宅地開

発が進み、相乗効果でまちの活性化に寄与しているとのことであった。 
 
＜意見・感想＞ 

都市計画道路は、周辺の高速道路や鉄道駅の整備、法改正など環境の変化に

応じて、市内全体のネットワークの連続性や必要性を検証し、整備手法の変更

や都市計画道路の追加指定の必要性も含めて、見直しをする必要があると感じ

た。 
 

＜市への提言＞ 

◎見直しにおいて廃止する路線に関しては、代替案の提示が必要である。 

今回実施された都市計画道路の見直しにおいて、計画が廃止されたものにつ

いては、安全対策が必要な箇所、渋滞対策が必要な個所など、都市計画道路と

して位置づけられていた以上、よほどの環境の変化がない限り、何らかの課題

が残されていると推察される。よって、残された交通課題を解消するための拡

幅に代わる対策を市民に対して提示することを提言する。 
 

◎道路ネットワークを再検討し、必要な路線については加えることも検討するべきで
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ある。 

都市計画道路は、周辺の高速道路や鉄道駅の整備、法改正など環境の変化に

応じて、市内全体のネットワークの連続性や必要性を定期的に検証し、整備手

法の変更や都市計画道路の追加指定の必要性も含めて、見直しをする必要があ

ると考える。新名神高速道路の開通、鉄道駅の条件変更、新駅設置の進捗、名

神湾岸連絡道の進捗など物理的な環境の変化や、高齢化の進展と子育て世代の

増大、大規模集合住宅の開発による人口動態など人口構成による環境の変化な

ど、本市を取り巻く環境は、大きく変化し、さらに変化することが予想される

ため、引き続き、道路ネットワークについて、具体的な方針をもって検証する

ことを提言する。 
 
以上、視察報告並びに意見とする。 
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